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中国国家による教育の市場化政策は，公教育費の需要の拡大に対応する国家教育財源の不足をカバーす

るため，教育財政における「支出抑制」と「財源開拓」を同時に可能とすることを目的として導入された。

その方法の中心は，学校の民営化であり，具体的には学校設置主体の多様化を意味する企業や個人の民営

学校設置の方法と，現存する国公立学校の民間委託の方法であったといえる。このとき，民営学校の設置

は教育市場における民営学校のシェアを拡大することにより，国公立学校のシェアを縮減し，国及び地方

の教育財政の「支出抑制」を可能とすることを目的とした。また，国公立学校の民間委託化（公設民営化）

は，既設の国公立学校を私立学校化することにより，義務教育学校を含めて授業料等を新たな教育歳入費

の「財源開拓」とすることを目的とした。

しかし，こうした教育の市場化政策は当然のことながら，その政策を可能とする「市場化された教育社

会」の存在が大きく必要といえる。この「市場化された教育社会」とは，明らかに教育をサービスとして

需容する教育消費者あるいは教育を社会移動の手段と意識する教育投資者により出資される「私費として

の教育費」（１）が流通する社会をいう。教育の市場化は，「公費としての教育費」の負担を「私費としての教

育費」により軽減する国家財政政策上の意図による。しかし，その政策を可能とする社会要因として私教

育費の流通する条件の成立がなければ，教育の市場化は進行しない。教育の市場化は，「教育投資のニー

ズが個人に生じていく過程」（２）であるといえよう。

ここでは，「市場化された教育社会」の構成要素である「私費としての教育費」の成立と変化の社会実

態と構造を分析し，中国における教育の市場化の人民レベルの実態と問題を考察する。
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�．中国人民の経済能力と家計における教育投資

１．国民収入の増加と人民の投資能力の生成

教育の市場化が教育投資のニーズが個人に生じていく過程であるとした場合，現実には中国人民の側に

教育投資のニーズが達成できるだけの投資能力がなければ，教育の市場化は成立しない。それは，教育の

市場化が「公費としての教育費」の削減という政策目的から生じたとしても，実際には「私費としての教

育費」の拡充と蓄積がなければ成功しないことを意味している。果たして，伝統的に発展途上国である中

国の国民所得において教育投資のための経済能力はあるのであろうか。

改革開放以降，中国経済は急激な成長を遂げ，GDP（国民総生産値）は大きく上昇した。その平均成長

率は１９８１年から１９９１年の間で毎年１０．１パーセント，１９９１年から１９９５年の間で毎年１１．６パーセントで，１９７８

年から１９９７年の間で GDPはおよそ３倍に成長した。そして，人民の個人収入も大きく成長した。

先の表１は，１９７８年から１９９４年までの「国家収入」と「国民収入」の増加率を表す。このとき，「国家

収入」とはいわゆる GNP（国民総生産値）から非物的生産値（サービス部門の生産額）と固定資産の原

価償却額を差し引いた国家全体の純収入を表す。また，「国民収入」とはその「国家収入」から民間企業

等の収益を差し引いた家計収入を表す。ここでみられる特徴は，１９７８年から１９９４年にかけて「国家収入」

と「国民収入」がともに急速に上昇していることである。「国家収入」は３，３５０億元（１９７８年）から２４，８８２

億元（２００４年）へとおよそ７．４倍上昇し，「国民収入」も１，９８０億元（１９７８年）から２０，５９７億元（１９９４年）

へと１０．４倍上昇している。この場合，「国家収入」に比して「国民収入」の上昇率がはるかに高い。

ここで問題とされるのは，「国家収入」における「国民収入」の比率が高いことになる。それは，国家

年 国家収入
（億元）

国民収入

実額（億元） 国民収入比（％） 年度増長指数

１９７９ ３３５０ １９８０．４ ５９．１２

１９８０ ３６８８ ２３４１．５ ６３．４９ １８．２３

１９８１ ３９４１ ２５９７．２ ６５．９ １０．９２

１９８２ ４２５８ ２８３９．７ ６６．７ ９．３４

１９８３ ４７３６ ３１７４．１ ６７．０２ １１．１８

１９８４ ５６５２ ３７１７．２ ６５．７６ １７．１１

１９８４ ７０２０ ４６４７．９ ６６．２１ ２５．０４

１９８５ ７８５９ ５３８８ ６８．５９ １５．９２

１９８６ ９３１３ ６３３７．７ ６８．０５ １７．６３

１９８７ １１７３８ ７７２３．２ ６５．８ ２１．８６

１９８８ １３１２５ ９０７５．４ ６９．１５ １７．５１

１９９０ １４３８４ ９９７６．３ ６８．３６ ９．３９

１９９１ １６５５７ １１３２０ ６８．３７ １３．４７

１９９２ １９８４５ １３３２３ ６７．１４ １７．６９

１９９４ ２４８８２ ２０５９７．６ ８２．７８ ５４．６

�
�
�

『中国統計年鑑』（１９９３年版，１９９５年版），『中国統計摘要』（１９９１年版）より筆
者が作成。

�
�
�

表１ 国家収入における国民収入の増加率（１９７９－１９９４）
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収入の分配が国民個人の所得に傾斜していることを指す。そのことは，改革開放以降の市場経済の導入に

より企業及び個人といった非公有制の組織や私人の私有財の蓄積が国有財とは異なるエリア（市場）で進

行したことによる。しかし，実際の国家財政システムにおいては教育・医療・福祉といった公共サービス

領域において，社会主義国家の伝統的な「唯一国家負担主義」の立場が堅持されてきた。一方，供給を受

ける人民の側ではその便益の享受が排除されず等しく消費される完全な公共財であるということが過度に

意識され，その供給に対してコストを負担せず，それを利用するだけの「フリーライダー」としての人民

の意識があった。しかし，そうした「唯一国家負担体制」と「フリーライダー」問題は，結果的には国家

財政上において人民の限度のない需要に対応しきれなくなり，財政破綻を生じさせる原因となった。この

点で，中国政府は経済発展による「国民収入」の増加分を「国家収入」に移転もしくは吸収する新たな財

源集積のシステムを必要とした。その手段が人民に「受益者負担」を求める「市場化」であったといえる。

ところで，その「市場化」を可能とする人民の「受益者負担」能力はどうであろうか。さらに，「国民

収入」の実際を家計収入にみてみる。以下の表２は，家庭一人当たりの平均収入を表す。

１９７８年から１９９４年にかけて，国民全体の平均収入は大きく増加している。「都市住民」の場合，３１６元（１９７８

年）から３，１７９元（１９９４年）へ増加し，その増加指数は２７３．７（１９７８年を１００とした場合）となっている。

一方，「農村住民」の場合も大きく増加し，１３３．６元（１９７８年）から１，２２１．０元へ増加し，その増加指数は３５５．５

となっている。この場合，「都市住民」と「農村住民」の比較では，「都市住民」の方が「農村住民」に比

してその収入の実額（表中の「絶対数」）は高い。１９９４年でみればその差はおよそ３倍となっている。な

お，「都市住民」と「農村住民」の平均収入の増加率（「増加指数」）でみれば，「農村住民」の方が高い。

こうした「家庭一人当たりの平均収入」の実額の上昇がいわゆる生活水準の向上を実質的に意味するか

どうか。さらに，「エンゲル係数」（生活費支出に占める食料品支出の割合）を中心にみてみよう（表３）。

年 都市住民 農村住民

絶対数（元） 指数 絶対数（元） 指数

１９７８ ３１６ １００ １３３．６ １００

１９８０ ４３９．４ １２７ １９１．３ １３８．１

１９８５ ６８５．３ １６１．６ ３９７．６ ２６１．２

１９８６ ８２７．９ １８２．５ ４２３．８ ２６７．９

１９８７ ９１６ １８５．６ ４６２．６ ２７８．６

１９８８ １１１９．４ １８７．９ ５４４．９ ２８９．７

１９８９ １２６０．７ １８１．７ ６０１．５ ２８５．８

１９９０ １３８７．３ １９７．８ ６８６．３ ３００．７

１９９１ １５４４．３ ２０９．５ ７０８．６ ３１７．８

１９９２ １８２６．１ ２２８．３ ７８４ ３２８．１

１９９３ ２３３７ ２５１．６ ９２１．６ ３３８．６

１９９４ ３１７９ ２７３．７ １２２１ ３５５．５

指数値には物価要因を含まない。
（同上。）

表２ 家庭一人当たりの平均収入（月間）
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表３によると，「都市住民」に関して「エンゲル係数」は下降している。一方，「農村住民」に関しては

逆に上昇している。このとき，国際比較において，低所得国のエンゲル係数の平均値が５０．５パーセントで

あることを考えれば，「中国人の消費パターンは低所得国並み」（３）と考えられる。しかし，中国の場合，社

会主義国家特有の伝統的な「手厚い社会保障」（安い家賃，安い医療費，安い教育費）があり，その分を

消費支出に加算すると，中所得消費水準の国に相応し，「都市住民はすでに中程度の水準の豊かな生活を

するようになった」（４）と解釈することができる。

また，もう一つの生活水準の指標とされる収支決算による「剰余」に関してみると，次の表４のように

なっている。１９８５年までは，「消費性支出」が「生活費支出」を上回り，いわゆる「赤字」家計の欠損生

活であったが，１９８６年から剰余は上昇し，１９９４年の時点では生活費収入（３１７９．１５元）に占める「剰余」

（３２７．８１元）は１０．３パーセントに達する。こうした「剰余」は将来計画的な消費支出の準備のための「貯

蓄」に回されるが，その存在と量は家庭の消費の潜在的能力の指標となる。

年 都市住民 農村住民

生活費支出 食料品支出 エンゲル係数 生活費支出 食料品支出 エンゲル係数

１９８５ ６７３．２ ３５１．７２ ５２．２５ ３１７．４２ １８３．３３ ５７．７６

１９８６ ７９８．９６ ４１８．９２ ５２．４４ ３５６．９５ ２０１．１７ ５６．３６

１９８７ ８８４．４ ４７２．９３ ５３．４７ ３９８．２４ ２１９．６２ ５５．１５

１９８８ １１０４ ５６７．０１ ５１．３５ ４７６．６６ ２５４．５７ ５３．４

１９８９ １２１１ ６５９．９６ ５４．４９ ５３５．３７ ２８９．５８ ５４．０８

１９９０ １２７８．９ ６９３．７７ ５４．２５ ５３８．０５ ２９５．１６ ５４．８６

１９９１ １４５３．８ ７８２．５ ５３．８２ ６１９．７９ ３５２．３ ５６．８４

１９９２ １６７１．７ ６８４．８２ ５２．９２ ６５９．０１ ３７４．３６ ５６．８

１９９３ ２１１０．８ １０５８．２ ５０．１３ ７６９．６５ ４４６．８３ ５８．０５

１９９４ ２８１５．３ １４２２．４９ ４８．８９ １０１６．８１ ５９８．４７ ５８．８５

（『中国統計年鑑』（１９９１年版～１９９５年版）にもとづき，筆者が作成。）

年 生活費収入 消費性支出 剰余

１９８５ ６３５．３２ ６７３．２ －３７．８８

１９８６ ８２７．８８ ７９８．９６ ２８．９２

１９８７ ９１５．９６ ８８４．４ ３１．５６

１９８８ １１１９．４ １１０３．９ １５．３８

１９８９ １２６０．７ １２１０．９ ４９．７２

１９９０ １３８７．７ １２７８．９ １０８．３８

１９９１ １５４４．３ １４５６．８ ９０．４９

１９９２ １８６０．１ １６７１．７ １９０．３４

１９９３ ２３３６．５４ ２１１０．８１ ２２５．７３

１９９４ ３１７９．１５ ２８５１．３４ ３２７．８１

�
�
�

『中国統計年鑑』（１９９１年版～１９９５年版）にもとづき，筆
者が作成。

�
�
�

表３ 中国人民の食費支出状況 元

表４ 都市居民の収入・支出比較 元
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国民所得の向上は，改革開放後の中国の経済政策の大きな目的であった。その第一段階は８０年代であり，

１９８０年の GDPを１９８９年までに二倍にして人民の「温飽」（「そこそこ暮らせる生活」）水準の達成を目指し

た。さらに，第二段階として２０世紀末までに GDPをさらに二倍にして「小康」（「まずまずの豊かな生活」）

水準の達成を目指した。その目標はほぼ達成され，国民収入は大きく増加し，実際の人民の平均的な消費

水準は１９８５年の４３７元（１元１５円の換算で，日本円で６，５５５円）から１９９５年の２，２３６元（３３，５４０円）に上昇

した。（５）その結果，近年では，「小康水準」に達した人口は６億１５６０万人で全人口の４９．９パーセントに及

ぶ（６）と報じられ，特に「北京，上海など沿海地域では『小康水準』を大きく上回り，すでに一人当たりの

GNPが『中等レベルの先進国の水準』に近づき」，（７）すでに中程度の水準の豊かな生活をするようになっ

たといわれる。

２．家計における教育投資の変動

しかし，一方，こうした国民所得の向上は国家財政運営の観点に立てば，「居民収入」の割合の増加は，

そのまま国家収入の分配が人民に傾斜し，国家にとって歳出負担と歳入財源にアンバランスを生じさせる

原因となった。そのため，国家はこれまでの社会公共サービスに関して政府の財政負担を軽減するため，

人民の「受益者負担」の導入を図っていった。この場合，特に医療・福祉及び教育サービスは「非生産投

資」領域であることから，より強く準公共財から私有財への転換を求めたといえる。特に，教育サービス

に関しては「国家の『供給制』で，国家が依然として教育の最大の投資者」（８）であるという公教育観から

「免費」（無償教育）意識が強く，人民の教育への投資の意識をどのように形成するかが大きな政策課題

であったといえる。

実際，国家には国民経済の発展と人民の所得上昇により，「社会と人民個人の教育投資には相当潜力が

ある」（９）という推測があった。ここでは，私教育費を中心として教育の市場化の成立要因としての家計に

おける教育投資の実態をみてみる。

まず，以下の表５は都市住民の月間の家庭消費支出に占める教育支出を表す。１９８５年から１９９０年の６年

間で教育支出（割合）は７．６９元から２８．３３元におよそ４倍増加している。しかし，家庭消費支出に占める

教育支出の割合は１．１４パーセントから２．２２パーセントと大きな変化はない。この点，例えば１９８６年の時点

で発展国家の家計に占める教育支出の割合が平均７パーセントであること（１０）を考えれば，この時点での

中国の教育支出は相当に低いことがわかる。

しかし，その後９０年代から GNPそして家庭収入の上昇により，家庭の教育支出は平均毎年２９．３パーセ

ントの速度で増長していった。特に，都市住民に関してはその増長率は高く，１９９６年の時点ではつぎの表

６のような結果となった。家計支出の費目比較では，その支出比率は全国平均５．２パーセントで「食品」「衣

料」に次ぐ第３位の支出費目となっている。また，１９９０年（２．２パーセント）の比較ではわずか６年で３

パーセントの増加となっている。

年 家庭消費支
出（元）

教 育 支 出
（元）

教育支出の
割合（％）

１９８５ ６３７．２ ７．６９ １．１４

１９８６ ７９８．９６ ８．７６ １．１

１９８７ ８８４．４ １１．２８ １．２６

１９８８ １１０４ １８．７１ １．６９

１９８９ １２１１ ２５．２７ ２．０８

１９９０ １２７８．９ ２８．３３ ２．２２

�
�
�

『中国統計年鑑』（１９９１年版～１９９３年版）にもとづ
き，筆者が作成。

�
�
�

表５ 都市住民の家庭消費支出に占める教育支出
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以上のような家計における教育支出増加の要因には，その背景に当然のこととして都市住民の個人所得

の上昇と「一人っ子」に対する教育期待さらにある種の学歴主義意識がある。しかし，教育経済学的意味

において重要なのは，そうした教育期待により投資・消費する私教育費を回収する教育制度の市場的構え

があるかどうかという点が大きい。そこに，学校の民営化を方法とする中国の教育の市場化の導入の根拠

がある。さらに，教育の市場化と家庭の教育支出の関係性をみてみる。

つぎの表７は，都市住民の教育支出費の実際を，さらにその支出範囲を拡大し，学校段階別に表したも

のである。表中にある「基本教育支出」は，学費・雑費等の学校に収める基本的な支出を表す。「展開教

育支出」は，基本教育支出以外の家庭教育支出で，補習費，各種の知力開発の補習クラスの支出，課外の

書籍費用などを指す。また，「選択性教育支出」は，「選校」のために支出する費用で，子女の入学に際し

て支付する寄付金や「選校費」等を指す。この場合，「選校費」とは，主に「重点校」（公立エリート校）

の入試において，入学試験で一定の合格点数に達しなかった受験生に点数を加算し入学させる代価として

保護者に求める「寄付金」をいう。

この家庭教育支出の特徴として，第一に「基本教育支出」（学費・雑費）が学校段階の上昇とともに増

えていることがある。この背景には，大きく民営学校のシェアの拡大と民営学校への入学・進学の増加が

ある。全国的には民営学校の数は１９９２年より年１０パーセントの上昇率を示し，特に１９９６年から２００４年の間

での増加率は大きく，およそ８倍増加している（表８）。特に中学校と大学についてはその増加率は高い。

その理由として，民営の中学校の増加は１９９６年から導入された「就近入学」（日本でいう「就学指定制度」）

を契機として，これまで中高一貫校であった公立学校（特にエリート重点校）が「中等部」を独立の民営

学校として分離する傾向が生じたためといえる。また，大学については，「社会力量学校運営条例」（１９９７

年）や「高等教育法」（１９９８年）の制定により，民営大学の設置の規制が緩和されたことが大きい。

費目 食品 衣料 住居 衛生 教育 交通・通信 その他

北京市 ４６．６ １４．８ ２．６ ３．８ ４．８ ４．５ ２２．９

天津市 ５１．３ １２．２ ２．５ ３ ４．９ ５．３ ２０．８

上海市 ５０．５ ８．７ １．５ ２．２ ４．２ ６．９ ２６

江蘇省 ５１ １２ ２．８ ２．３ ４．５ ５．８ ２１．６

折江省 ４６．９ １１．５ ３．１ ４．３ ４．３ ５．８ ２４．１

広東省 ４７．３ ６．８ ５．５ ３．６ ５．５ ６．３ ２５

全国平均 ４８．６ １３．５ ３．２ ３．７ ５．２ ５．１ ２０．７

�
�
�

国家統計局『中国物価与都市住民家庭収支調査統計年鑑（１９９７年度）』 中国統計出版社 ２０４頁より
加工して転載。

�
�
�

児童生徒別 基本教育支出 展開教育支出 選択性教育支出 総教育支出

小学生 ６７４ ８７６ ７２０ ２，２７０

中学生 ９８８ １，２８３ １，２０３ ３，４７４

高校生 １，３９４ １，６９４ ２，３６２ ５，４５０

中等職業学生 ２，３０５ ２，５３８ １，８２６ ６，６６９

大学専科生 ２，８５０ ３，０９８ １，２８６ ７，２３４

大学本科生 ４，２５２ ４，４５４ １５０ ８，８５６

総平均 １，２０８．８０ １，４５７．４０ １，２９７．１０ ３，９６３．３０

（表６と同じ。）

表６ 中国都市住民の家計支出 ％

表７ 都市住民の家庭教育支出 （元）
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そして，中国人民は，しだいにこうした民営学校を「積極的に成長し，重点公立学校（公立エリート校）

の『唯我独尊』の地位を揺るがす」（１１）存在と評価し始めた。同時に，民営学校が集中する都市部に居住す

る市民は，「就近入学」により学校選択の自由（重点学校への進学）が規制された分，「民営学校の市場価

値と発展空間を注目し始め」（１２），民営学校への入学・進学が増加した。

この場合，民営学校への教育支出は相当に高額な状況にある。例えば，上海市の民営小学校等の学雑費

の標準（１９９９年時点）は，公立小学校が年間１００元であるのに対して，４，０００元を超える。そして，こうし

た民営学校への高額な学雑費の支出が「基本教育支出」全体の増加を促した。

さらに，この家庭教育支出の特徴として，第二に直接に学校に収める学費及び雑費を表す「基本教育支

出」以上に，「展開教育支出」や「選択性教育支出」の割合が高いという点がある。特に，「選択性教育支

出」に関しては，後期中等教育段階の学生（高校生・職業学校学生）の場合，その支出額は大きい。実際，

高校段階の「選校費」は，数百元から一千万元で多いところは一万元を超えるといわれる。（１３）なお，義務

教育段階においても「重点校」と言われる小・中学校に関しては「選校生」制度の多様な導入がある。（１４）

結果的に，これらの「展開教育支出」や「選択性教育支出」の部分の比重の高さにより，家庭の総教育支

出の実額は相当に高くなっている。

一方，地方農村の保護者についても，基本教育支出以外の教育支出は大きくなっている。以下の表９は，

甘粛省の農村地域の家庭教育支出の調査結果である。同調査は，２０００年に西北師範大学と哈仏大学の合同

チーム（「甘粛基礎教育項目」課題組）が甘粛省統計局の委託を受けて行った調査であり，対象は甘粛省

の２０の村の２０００ケースである。それによると，「学雑費」以外の支出が全体の九割以上を占め，特に「図

書費」の比重が高いことがわかる。この「図書費」については，中学生の方が比重が高い。

いずれにしても，現在の中国市民の教育支出は消費主導型の経済政策への転換の影響を受けている。そ

のため，それが「教育投資」という動機にもとづく経済行動だとしても，実質的には「多様化，個性化の

傾向を示し，基本的欲求から選択的欲求へ変化」（１５）した現代型消費者行動の一つとなる。そして，教育消

費行動は，教育の市場化を成立させる「市場的構え」を構成し，国家経済的成長の策としての「内需拡大」

や国家財政収入に吸収される新しい「財源開拓」の手段に包摂されることになる。

学校種別 １９９６年 ２００１年 ２００３年 ２００４年

幼稚園 １３０．４ ３４１．９ ４８０．２ ５８４．１

小学校 ４６．３ １８１．８ ２７４．９ ３２８．３

中学校 ０．５ １５８．４ ２５６．６ ３１５．７

中等職業学校 １２．９ ３７．７ ７９．４ １０９．９

高校 ９．２ ７４．５ １４１．４ １８４．７

大学 １．２ １４ ８１ １３９．６

合計 ２００．５ ８０８．３ １３１３．５ １６６２．３

児童・生徒別 学雑費 図書費 文具費 その他 総教育支出費

小学生 １８（９．８） ８９（４８．６） ４２（２３．０） ３４（１８．６） １８３（１００．０）

中学生 ２８（８．４） １９９（５９．９） ６７（２０．２） ３８（１１．５） ３３２（１００．０）

注；「その他の費用」とは，「暖房費」「学級費」など，学校へ必ず収める費用をいう。そのほ
か，ここでは就学上で支出する「交通費」「宿舎費」「食費」は含まない。
�
�
�

孫志軍『中国農村的教育成本，収益与家庭教育決策』（北京師範大学出版部 ２００４年 １７頁
より加工し，引用。

�
�
�

表８ 民営学校の児童・生徒数の推移 万人

表９ 農村住民の家庭教育支出 元（％）
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�．中国人民の教育投資意識と階層格差

１．学歴社会の形成と中国人民の学校選択意識

中国人民の教育支出の増大には，条件的にはその支出を可能とする人民（特に都市住民）の側の経済能

力（家計）の向上があった。しかし，経済能力はあくまでも教育支出を含めた家計支出全体の総量を決定

づけるものであり，教育への支出の直接的な動機ではない。教育への支出の動機，それは教育への投資の

意識にあるものであり，大きくは中国人民の教育期待であるといえる。

その教育期待は，現実的には（わが子の）知識能力の実際の回報（リターン）率が上昇することを可能

とさせる一定の学歴社会の成熟度に規定される。

先の表１０は，１９９９年の時点での中国の市民の学歴別の年間所得の傾向を表したものである。それによる

と，例えば，「中卒」（７，２０４元）と「大卒」（１０，４８８元）の年間所得の差は３０００元を超え，全体に学歴の上

昇と年間所得の増加には明らかに正の相関がみられる。こうした学歴と所得の正の相関は「文化大革命」

期を例外として，当然に中国の場合にも歴史的にみられた傾向である。しかし，過去と大きく異なる点は，

第一に，現在の中国社会に市場経済化に伴う高度な産業化が求める人材市場が形成されている点がある。

この場合，従来商品ではないと観念されていた「人材」が商品化され，「高級な物質と精神が結合された

特殊な商品」（１６）として流通するリクルート市場が整った。このとき，特に「高学歴の専門職・管理職及び

その予備軍としての高等教育機関新卒者」（１７）は，より価値ある人材（「人才」）と評価され，商品価値性が

高まった。

第二に，都市住民を中心に「小康水準」（まずまずの豊かな生活）社会への移行により，教育投資能力

の向上とそれを吸収する学校市場の拡大がある。実際，高等学校や大学の増加と進学率の上昇がある。

こうした傾向は，特に都市部に顕著であり，当然に学歴と所得の相関は地域差をもつ。以下の表１１は，

その結果を表す。

学歴 文盲 小学校 中学校 高等学校 職業学校 大学専科 大学本科

平均所得 ３，６１２ ５，７３１ ７，２０４ ７，２０４ ８，１１８ ９，３７４ １０，４８８

�
�
�
�

魏新・丘黎強「中国城鎮居民家庭収入及教育支出負担率研究」（『教育学』G１ 中国人民大学書報資
料中心 復印報刊資料 １９９９年第３期 １０６頁 原典『教育与経済』１９９８年 １頁～１０頁）より加工
して引用。

�
�
�
�

学 歴 東 部 中 部 西 部 平 均

北京市 浙江省 広東省 遼寧省 湖北省 甘粛省 四川省

文盲 ３，３６０ ５，４５０ ６，０２９ ２，１１３ ３，４８７ ２，９２６ ２，５７９ ３，６１２

小学校 ５，６５０ ７，０５５ ８，３９５ ４，０５４ ５，７５６ ４，０９６ ５，０９６ ５，７３１

中学校 ８，６９９ ８，９１１ １１，４９６ ５，２１１ ６，３１７ ４，８１１ ５，８７１ ７，２０４

高等学校 ９，２９０ ９，８７１ １１，５０１ ５，５２８ ６，６８４ ４，６３１ ５，８５３ ７，６５８

中等職業
学校

９，１７８ ９，８４３ １２，６２６ ６，０９９ ６，９９０ ５，５９７ ６，５６６ ８，１１８

大学専科 １１，７２９ １１，３８６ １４，３９６ ７，３９１ ７，６８６ ５，４３０ ７，４９６ ９，３７４

大学本科 １２，２４６ １２，７３６ １５，３７６ ７，２２９ ８，５１２ ６，８９７ ９，１２１ １０，４８８

平均 ９，４６０．７５ ９，４９９ １１，９４２．５０ ５，５９０．１０ ６，７７４ ４，９８２．７０ ６，３６６．９０ ７，７７３．２０

（表９の出典と同じ。）

表１０ 学歴と（年間）所得の相関 元

表１１ 地区別にみる学歴と（年間）所得の相関 元
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「中卒」（平均７，２０４元）と「大卒」（平均１０，４８８元）の年間所得の平均差は３，０００元である。しかし，表

１１をみると，その差は，東部の北京市で３，５４７元，浙江省３，８２５元，広東省３，８８０元，中部の遼寧省２，０１８元，

湖北省２，１９５元，西部の甘粛省２，０８６元，四川省３，２５０元と一定の地域差をみることができる。全体に，そ

の格差は中部や西部に比べ経済発展地域の東部が高い傾向にある。

この地域差には，それぞれの地域の産業構造の特性とそれによる人材ニーズの傾向差が大きな要因とし

て働いている。例えば，都市部における第一次産業から第二次産業や第三次産業への展開は，それに従事

する高度技術者や高度専門職の人材を求め，一定の職業階層の差別化をもたらしていったといえる。

こうした学歴と所得の正の相関は，当然に中国市民の教育意識に反映され，特に都市市民に一定の学歴

主義意識を醸成していった。

例えば，１９８８年の広東省の保護者に対する教育調査（表１２）では，すでに多くの市民が子どもに高い学

歴を期待する結果が示されている。（１８）「大学専科」以上の高等教育を求める比率は全体の６３．７パーセント

に達する。

また，１９９５年の江蘇省の保護者に対する教育調査（表１３）においては，「大学専科」以上の高等教育を

求める比率は全体の８７．４パーセントとさらに高くなっている。

こうした学歴主義意識は，高学歴志向とともに大学進学に有利な高校や中学校への入学を志向する学校

選択意識を醸成していった。このとき，そうした中国市民の学校選択ニーズに対して，これまでの学校体

制は大学進学につながる高校進学体制や中学校進学体制を十分に保障する段階にはなかった。従来の進学

体制はいわゆる「重点校」など，都市部に集中する一部の国公立伝統校に限定され，明らかに学校選択の

需要に応えるだけの学校供給が不足であったといえる。この時点から，「民衆はしだいに民営学校の市場

的価値と発展空間を注目し始めた」（１９）といえる。

以下の表１４は，１９８９年の時点での保護者の学校選択意識を表す。（２０）それによると，多くの保護者は質量

が普通で集費が安い甲校よりも，質量が高く集費が高い乙校を選択している。この場合，「質量が高く集

費が高い乙校」とは，主にいわゆる「選校費」を徴収する国公立の重点学校を指すが，多くの保護者はす

でに学校選択に関して「高質高価」観念を持っていることがわかる。

小学校 中学校 職業学校 高校 大学専科 大学本科 大学院 全体

０．６ ４．７ ４ ２７ １７．９ ３９．８ ６ １００

（施鉄如「学校教育経費与家庭教育投資」（『広東教育学院学報（社科版）』１９８９年 ８６頁）より引用。）

中学校 高校 技校・中専 大学専科 大学本科 大学院 外国留学 無回答 全体

７ ２９ ５５ ３３ ３２３ ７５ ２１５ ２ ７３９

（０．９） （３．９） （７．４） （４．５） （４３．７） （１０．１） （２９．１） （０．３） （１００．０）

�
�
�

木山徹哉・一見真理子「第２章『蘇南』の子どもたち－親の期待への対応をめぐって－」（阿倍
洋編著『「改革開放」下中国教育の動態－江蘇省の場合を中心に－』２０５頁）より抜粋。

�
�
�

設問；質量が普通で集費
が安い甲校と、質量が高く
集費が高い乙校では、あな
たはお子さんをどちらの学
校に進学させますか

甲校 できれば
甲校

わからな
い

できれば
乙校

乙校 全体

（５．４） （９．４） （６．０） （１８．９） （６０．１） （１００．０）

（施鉄如「学校教育経費与家庭教育投資」表１２と同じ。）

表１２ 保護者が期待する学歴調査（１）－１９８８年－ ％

表１３ 保護者が期待する学歴調査（２）―１９９５年― 実数（％）

表１４ 都市住民の学校選択意識（１）



岐阜大学教育学部研究報告 人文科学 第５６巻 第１号（２００７）―１７６―

こうした学校選択意識は近年さらに過熱化する。次の表１５は，２００３年の時点での浙江省の地方都市の保

護者を対象とした調査結果であるが，（２１）本来の「就近入学」（就学指定）学校である「普通学校」以外の

学校すなわち「民営学校」や「重点学校」への希望が高い。

ここで重要なことは，「重点学校」よりも選択意識が高い「民営学校」の出現と存在である。民営学校

は，近年明らかに重点学校の「唯我独尊」を揺るがす発展性を持ったといえる。その数は，１９９６年より年

１０パーセントの割合で上昇し，２００５年の時点では，以下の表の状況にある。その増加率を児童生徒数でみ

れば，小学生８．４倍，中学生７４４．６倍，高校生２４．７倍となる。

こうした背景には，これまで大学進学に有利なエリート校が重点校に限定され，その絶対数が不足して

いたことがある。多くの義務教育段階の公立学校は特に，「少数の質の高い重点小・中学校と大量の薄弱

校が併存する」（２２）が状況があったことが，中国市民の民営学校選択の動機の一つとなった。

２．教育投資加熱と教育費膨張による階層格差化

急激な人材の市場化とそれによる学歴主義意識の蔓延は，「小康水準」を越えた都市市民が「無条件に

教育投資感を持つ」（２３）状況をつくった。この教育投資感覚は，その後大衆心理・競争心理において共有化

され，社会階層移動の手段としての学歴への過剰な期待を誘発したといえる。教育投資行為はしだいに盲

目性と過熱性を帯びていったわけである。むしろ，その教育投資行為は，そのリターン（回収）が直接に

投資者（保護者）ではなく，子どもを経由するという間接性すなわち「世代間投資」というあいまいさを

持つこと。さらに，将来における回収を必ずしも期待せず，その購入自体から満足を得るという欲求充足

性を内包することから，「教育投資」ではなくある種の「誇示的消費」（Comspicuous Comsumption）の性

格を有する「教育消費」に転化していったと考えられる。さらに，「一人っ子」政策により，「小皇帝」と

なった子どもに教育を受けさせることが親の自己実現になるような一心同体型の親子関係であれば，親が

教育費を負担することに特に抵抗はないといえた。それは，現在の国家・社会への不安や「文化大革命」

により自分の夢が果たせなかった親の過度な教育期待（「教育熱」）（２４）ともいえる。

一方，教育市場の側では，そうした都市の親の教育消費的教育支出を回収する受け皿として学校の民営

設問；もしあなたのお子さん
が当地の重点小・中学校に入学
できなかったら、あなたはどこ
の学校を選択しますか

民営学校
重点学校
（「選校費」
を払って）

普通学校 全体

１５５ １２４ １１２ ３９１

（３９．６） （３１．７） （２８．６） （１００．０）

�
�
�

海洋・景 ・馬行提「“�怎 看民営学校”；来自公衆的声音」（王康・呉志宏柴
純青主編『中国民営教育研究』２００３年 上海人民出版社 ２６６頁）２６７頁より。

�
�
�

学校種別 校数
（校）

在 学 者 数（万
人）

前年比増加率
（％）

在学者率
（％）

高等学校 ３，１７５ ２２６．７８ ２２．７６ ９．４１

中等職業学校 ２，０１７ １５４．１４ ４０．２ １１．６４

中学校 ４，６０８ ３７２．４２ １７．９７ ６．０３

小学校 ６，２４２ ３８８．９４ １８．４６ ３．５８

幼稚園 ６８，８３５ ６６８．０９ １４．３８ ３０．６６

表１５ 都市住民の学校選択意識（２）

表１６ 中国における民営学校のシェア
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化体制が同時に整備されていた。例えば，民営学校は公立学校（重点学校）から引き抜いた優秀教師と独

自なカリキュラムさらに豪華な学校建築により，親の教育消費ニーズに応える学校経営を展開している。

また，公立学校の側も公式化された「裏口入学制度」（「選校生」制度）を運用するか。あるいは，民間委

託化された公立学校を指す「転制学校」を設置する方法により，都市の親の教育消費的教育支出を回収し

ていた。その回収額は，例えば，学雑費でみれば以下の表の実態にある。民営学校の平均の学雑費は，小

学校で７，０００元から１１，０００元，中学校で８，０００元から１５，０００元，高校で８，０００元～１５，０００元とされ，都市の

家庭の平均年間所得の半額から１年分に相当する。こうした高額な学雑費にも関わらず実際には民営学校

や転制学校への希望は高く，例えば上海市では「民営中学校と転制中学校への激烈な入学試験競争があ

る」（２５）といわれる。

ところが，近年中国社会には，こうした教育投資加熱に「水を差す」事態が生じ始めている。いわゆる

大学生の失業問題である。実際，近年新規大卒者のおよそ３割が就職できない状況にある。あるいは，就

職できたとしても当初希望した企業に就職できず，有名大卒者でさえも規模や経営実績ランクが低く，初

任給の低い企業への不本意就職が多くなったとされる。これは，明らかに９０年後半からの急激な大学設置

ブームにより，人材市場における供給が過多となり求人需要とのバランスを崩したためであり，「教育過

度」（over education）による「知識失業」（educational unemployment）問題といえる。しかし，そうした大

学教育の収益率の低下を前にしても中国市民の教育投資意欲は衰えをみせない。それは，先に述べたよう

に中国の多くの親の教育費支出が親としての責任遂行の自己満足を充足する教育消費，さらに言えば「一

種の世代間の贈与」（２６）という感覚があるためといえる。結果的に，しかし，そうした盲目的な教育投資加

熱は授業料未納による大学中退者の増加を示すととともに，親の過大な期待に応えられない子どもたちの

プレッシャーを増加させるという新しい教育問題を生じさせている。

一方，地方農村部においては，教育費膨張による生活の困窮化がある。すなわち，教育費支出の増加が

新しい貧困を生んでいるという状況がある。中国のシンクタンク会社である「零点調査」「指数資料」２

社による２００５年の調査（『２００５年中国居民生活質量指数研究』）では，家庭の貧困化の原因として子どもの

就学が大きくあることを示している。（２７）それによると，「家に就学支援すべき子どもがいる」という理由

が，「家に病人がいる」「家に世話すべき老人がいる」「農業の生産資料の価格がとても高い」「家に子ども

が多い」などの理由を大きく越えて，家庭の貧困の主要な原因と意識されている。

同調査によると，２００４年１０月から２００５年１０月の１年間で中国の家庭の平均の教育総支出はおよそ３，５２２

元（日本円１元＝１５円換算で，５２，８１４円）で，家庭収入の３０．２パーセントを占めるとされる。詳細に，都

市・小都市・農村の区分でみると，都市の家庭の場合は教育支出額が平均６，０１６元（９０，２４０円）で家庭収

入の２５．９パーセント，小都市の家庭が４，０５６元（６０，８４０円）で２３．３パーセント，農村の家庭が２，７２４元（４０，８６０

円）で３２．６パーセントとなっている。

こうした教育費支出の増加の原因には，公立の義務教育学校への「学雑費」などの基本的教育支出費の

上昇がある。例えば，公立小学校への「学雑費」は２００５年８月の時点で昨年比５５．２パーセントの増加となっ

ている（公立中学校は４７．９パーセント増加）。この場合，農村の公立学校の「学雑費」には，家庭事情や

地域性さらに近年進行している学校統廃合により「寄宿費」の比重が高い。そのため，教育費支出がます

ます家庭総収入の３分の１に接近し，農村の家庭の貧困の主要な原因となりつつある。

一方，収入に関しては，農村の家庭は，農業経営自体が集団経営（人民公社化）から生産請負制による

家族経営化（小農経済）に変化した。この小農経済体制は，家庭自体が自家消費の生産単位であり，生産

設置者別 小学校 中学校 高校

公立学校 １６０ ３２０ ６４０

民営学校 ７，０００～１１，０００ ８，０００～１５，０００ ８，０００～１５，０００

転制学校 ２，５００ ５，０００ ６，０００

表１７ 学雑費（年間）の比較 元
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上の選択を行う一つの利潤追求の単位であることを意味する。そのため，零細農家の場合，生産資料（器

財・肥料）の高騰や地代の上昇は直接にわずかな農業収益増加も相殺し，さらに農業収入を圧迫し，直接

に家庭の収支に影響を与える状況を生じさせた。結果，多くの農村家庭はそのため「切り詰めた生活」す

なわち消費の抑制により生活経済の維持を図ろうとする。

しかし，教育支出のみは別格とされる。それは，親の過度ともいえる教育期待があり，子どもの高学歴

取得そして高所得の職業従事によりその子自身の幸福獲得を求める「親心」的な投資愛に強く規定されて

いるからである。また，その動機は単なる学歴主義ではなく，都市の大学への「進学」と都市の企業への

「就職」が，「農村戸籍」から「都市戸籍」への異動を適える方法（２８）であるため，貧しい農家・農村から

の離脱を強く意識したものである。多くの農村の保護者は，子どもの「学歴」に社会階層（垂直）異動の

手段であり，同時に地域（水平）移動の手段であるという二重の期待を求めている。「戸籍制度が学歴競

争の激化に資する」（２９）状況をつくり，教育過熱の原因の一つとなっている。

おわりに

本稿では，中国における教育の市場化政策を可能とする「市場化された教育社会」の存在を，「教育投

資のニーズが個人に生じていく過程」における「私費としての教育費」の変動を検証することにより考察

した。その考察により，以下のことが明らかとされた。

第一に，文化大革命以降から現在までにおいて，中国経済の急激な成長により，国民収入も増長し，中

国人民はしだいに教育投資・消費の経済能力を保有し始めた。特に，都市住民の場合，「小康水準」（「ま

ずまずの豊かな生活水準」）に到達し，「市場化された教育社会」の教育消費者としての経済能力を保有し，

教育の市場化政策の意図である新たな公教育費の「財政開拓」を可能とさせる「受益者負担」能力の潜力

への期待があった。

第二に，実際，家庭における教育支出も９０年代から急激に増長し，特に都市住民の場合，その消費パター

ンが基本的欲求から選択的欲求に変化するとともに，教育消費も「選択性教育支出」（「選校費」）への比

重を多くした。この背景には，そうした多様な教育ニーズを受容する学校の民営化による教育消費社会の

拡大があった。

第三に，そうした教育投資の動機として，多くの中国人民の意識に「学歴主義」の醸成があった。その

背景には，学歴と所得の正の相関が現象化し，「人材」が商品化されるリクルート市場の成立や「一人っ

子」政策の影響による「小皇帝」体制（過保護体制）があった。この傾向は，地方（農村）よりも都市の

保護者に顕著であり，実際に都市住民の教育投資は相当の額に及んだ。

第四に，しかし，そうした教育投資は学歴への過剰な期待に支えられ，さらに「知識失業」（新卒学生

の就職難）の現実さえ直視できない盲目性と過熱性を内包している。その結果，教育投資の過熱化が家計

自体を圧迫し，農村家庭の貧困の大きな要因となっていた。さらに，農村部と都市部で大きな地域間格差

を生じさせ，さらに所得による経済的階層格差を生じさせた。

学歴主義を背景とする人民の教育投資の増長は，確かに「市場化された教育社会」を形成した。しかし，

その「市場化された教育社会」は大きな地域間格差と所得階層格差を内包する奇形化を進行させている。

さらに，人民の教育投資意識にみられる過熱化は，過度な教育期待幻想にかられ，自らの家計を圧迫し，

教育費のための出稼ぎにみられるように，家族の解体に及んでいる。さらに，教育投資過熱は家計の生活

消費の抑制や貯蓄を志向することから，国民消費全体を低迷化し，内需の縮小を起こさせている。その結

果，教育投資過熱は，現在の中国経済自体の停滞の原因となっている。明らかに，教育市場のオーバーフ

ロー化が中国経済全体の発展を阻害しているといえる。

中国の教育政策は，現在「市場の失敗」に対する国家の介入（調整）が求められる時点にある。その方

法は，教育期待の過熱化をクールダウンさせるか，家計を圧迫させる私費負担を軽減させるかのどちらか

にある。このとき，前者の方法はその教育投資が「世代間の贈与」にも等しい盲目性を持つため，容易で

はない。むしろ，公費としての教育費を所得階層差を考慮しながら再配分する形で調整していくことが緊
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急の課題であるといえる。このことは，中国の場合，教育の市場化による「市場の失敗」が伝統的に国家

財であった教育を改革（市場経済化）の対象（商品）として，急激に人民に消費を強制したことから生じ

たことによる。「富者」の教育投資ニーズに応答しながら，「貧者」の教育投資負担を軽減する国家による

市場調整的な介入が必要となる。
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